	男女雇用機会均等法のポイント


雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号） 

男女雇用機会均等法のポイント 

1 性別を理由とする差別の禁止（第5条、6条）

· 男女双方に対する差別的取扱いを禁止しています。
· 募集・採用、配置（業務の配分・権限の付与を含む）、昇進・降格・教育訓練、福利厚生、職種の変更・雇用形態の変更、退職の勧奨・定年・解雇・労働契約の更新についての差別的取扱い※を禁止しています。
※「差別的取扱い」とは、合理的な理由なく、社会通念上許容される限度を超えて、一方に対し他方と異なる取扱いをすることをいいます。
2 間接差別の禁止（第7条） 

· 間接差別とは
（1）　性別以外の事由を要件とする措置であって、
（2）　他の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程度の不利益を与える　
　　　ものを、
（3）　合理的な理由がないときに講ずること
をいいます。以下の3つの措置について、合理的理由がない場合、間接差別として禁止しています。
· 募集・採用にあたって身長・体重・体力を要件とすること

· 総合職の募集・採用にあたって転居を伴う転勤要件とすること

· 昇進にあたって転勤経験を要件とすること 

3 妊娠等を理由とする解雇その他不利益取扱いの禁止（第9条）

· 「妊娠・出産・母性健康管理措置・母性保護措置・妊娠又は出産に起因する能率低下等」を理由とする「解雇」「その他不利益取扱い」を禁止しています。

· 妊娠中・産後1年以内の解雇は、事業主が妊娠等が理由でないことを証明しない限り無効です。 

「労働者に対する性別を理由とする差別の禁止等に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針」はこちらから！
4 セクシュアルハラスメントの防止（第11条） 

· 事業主には、男女労働者を対象とする雇用管理上の措置義務があります。

「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置についての指針」はこちらから！
5 母性健康管理（第12条、13条） 

· 事業主には、妊産婦に「通院時間の確保」及び「医師の指導に基づく措置を講じる」義務があります。

「妊娠中及び出産後の女性労働者が保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守ることができるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針」はこちらから！
· 女性労働者に係る措置に関する特例（第８条） 

· 上記①、②に関し、事業主が雇用の分野における男女の均等な機会・待遇の確保の支障となっている事情を改善することを目的として女性労働者に有利な取扱いをすることは、「ポジティブ・アクション」として、法違反となりません。ポジティブアクションは「一の雇用管理区分※における女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少ない（＝女性が4割を下回っている）場合」に実施できます。
※「雇用管理区分」とは、職種、資格、雇用形態等の区分その他の労働者についての区分であって、当該区分に属している労働者と異なる雇用管理を行うことを予定して設定しているものをいいます。単に形式だけの違いではなく、客観的・合理的な違いがあるかどうかで判断しなければなりません。
6 苦情の自主的解決（第15条） 

· 上記①～⑤に関する労使の紛争（募集及び採用に関するものは除く）について、労働者から苦情の申出を受けたときは、自主的な解決を図るように努めなければなりません。
7 紛争の解決（援助と調停）（第17条、18条）

· 上記①～⑤に関する労使の紛争について、当事者の双方又は一方から解決の援助が求められた場合は、労働局長が解決に必要な助言などの援助を行います。

· 上記①～⑤に関する労使の紛争（募集及び採用に関するものは除く）について、当事者の双方又は一方から調停の申請があった場合は、調停委員が調停案を作成し、当事者双方にお勧めします。 

8 報告の徴収並びに助言、指導及び勧告（第29条）

· 厚生労働大臣はこの法律の施行に関し必要があると認めるときは、事業主に対して報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができます。

· 厚生労働大臣の権限は、その一部を都道府県労働局長に委任することができます。
9 その他 

· 事業主が上記⑨の是正指導に応じない場合、企業名公表制度の対象となることがあります。

· 事業主が上記⑨の報告をせず、又は虚偽の報告をした場合は、20万円以下の過料が科されることがあります。 

